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１はじめに
法政大学社会学部の５０年史を振り返ると，社会学部の前身である学校法人・中
央労働学園の６年が浮上し，さらに中央労働学園の前身であり，社会学部の「前身
の前身」となる財団法人・協調会の２７年が浮上する。そのような社会学部の前史
33年については，「協調会から中央労働学園へ」と題して先に論じたところであっ
た（『社会志林』第49巻第４号，2003年３月)。
ところで，私は，社会学部の前史を論じる過程で，ある一人の人物の存在に注目
することになった。それは日本の社会政策学会で著名な大河内一男教授の存在であ
る。
大河内は，戦時体制下の協調会と関わりを持っていただけでなく，戦後における
協調会の解散時においては理事会の一員となっていた。さらに，大河内は，協調会
解散後も，そのまま協調会の後継団体である中央労働学園へ移り，同学園常務理事
の任に就いていた。そのような大河内の履歴の主要ポイントは，『協調会史一協調
会三十年の歩み－』（偕和会編，1965年）の記述と，中央労働学園発行による『労働
問題研究』誌の「学園消息欄」に次のように記録されるものとなっている。
協調会労働立法調査会委員。1945年９月～1945年１１月。
協調会理事（社会政策学院長)。1946年１月～1946年７月。
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中央労働学園常務理事（調査部長，評議員，学監)。1946年８月～1948年１１月。
第一次大戦直後に設立された協調会が，第二次大戦直後における中央労働学園へ
転換する経過は，「社会政策の調査研究」機関が「労働問題の調査研究」機関へ転
換する経過となっていた。この転換経過は，そのまま日本の社会政策学史における
｢社会政策から労働問題へ」という転換課題に対応し，先行する経過となっていた。
大河内は，そのような社会政策学における転換課題に，帝国大学の研究室で理論的
に直面するだけでなく，社会労働問題の「研究・教育」機関，すなわち「実務」機
関の役職者としても直面していたのである。
よく知られているように，社会政策学における大河内一男の理論，いわゆる「大
河内理論」は，総資本としての労働力保全策が国家機関による労働者保護立法とし
て国家的施策に具体化されているとする「総資本の英知」論であった。「大河内理
論」によって，明治期に設立された社会政策学会に支配的であった社会的弱者に対
する恩恵授与という倫理的解釈は払拭され，社会政策は資本主義経済のメカニズム
に組み込まれた経済政策として即物的に理解されるようになっていた。
この「大河内理論」からすれば，内務省の派生機関である協調会も，その協調会
の後継団体として占領軍と厚生省の勧告によって発足させられた中央労働学園も，
社会政策なり労働問題なりの研究・教育センターとして「総資本の英知」の発揮を
担う「社会政策の実務機関」であった。大河内における協調会や中央労働学園への
関与は「大河内理論」からもたらされる実務課題への対応となっていたのである。
そして，社会政策学者としての大河内の「社会政策の実務機関」への関与は，逆に，
大河内社会政策論を確定し展開する内発の動機となり，先行動機ともなっていた。
以下においては，大河内一男の社会政策論の理論的確立と実務課題への対応が協調
会と中央労働学園を舞台に相互に関連していた繊造の実態を明らかにすることにし
たい。
２戦時体制下の協調会と大河内一男
大河内における「社会政策の実務機関」に関与する積極姿勢は，第二次大戦中の
戦時社会政策の時代から示されている姿勢であった。
大河内が戦時社会政策展開の実証的考察によって労働市場論を理論的に確定する
成果を挙げたことは，大河内の『戦時社会政策論』（時潮社，1940年12月）に示さ
れているが，そもそも大河内理論の骨格が姿を現した『社会政策の基本問題』（日
本評論社，1940年７月）において，社会政策が総資本の立場からする労働力保全策
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であるという一般認識は，特殊，戦時社会政策の分析において可能になるとする認
識が示されていた。戦時社会政策の状況は，普遍的社会政策論確定の場として位置
付けられていたのである。
そのような大河内にとって，戦時社会政策実務への関与は，戦時体制下の特殊状
況への一時的対応に止まらない意義をもっていた。大河内の『社会政策四十年一追
'億と意見』（東京大学出版会，1970年）における「戦時下の学問」の章には，戦時体
制下の大河内助教授（当時）の社会政策実務への関与が次のように示されている。
まず，大河内は，『社会事業』誌に「我国に於ける社会事業の現在及将来」を発
表し，社会事業の独自の領域を理論的に確定した（1938年)。同時に，大河内は，
昭和研究会で「長期建設期に於ける我国労働政策」を策定し，近衛新体制確立に寄
与した（1939年)。さらに，中央社会事業協会に設置された社会事業研究所の参与
となり，戦時体制下のいくつかの国民生活調査を担当した。その調査には，隅谷三
喜男が加わっていた。
また，先にも挙げた『協調会史』には，1943年から1944年にかけて設置された
農工調整委員会が，戦時体制下における協調会の活動を代表し，協調会の最後の調
査活動となった取り組みとして記録されている。この委員会では，農工隔離の克服
が戦時食料政策の国策として論じられ，関係機関への建議がなされた。『協調会史』
の記録によれば，大河内はこの委員会の委員であった。大河内は『戦時社会政策論』
で論じた労働市場問題としての労働の「稀釈化」（dilution）に社会政策実務とし
ても対応していたのである。
なお，『社会政策時報』誌の記事によれば，大河内は，協調会が1940年代に発足
させた最低生活費研究会の委員長に就任していたとのことであるが，それより詳し
い記録は見出されていない。
以上から，次のように言えるであろう。大河内においては，すでに戦時体制下に
あって，社会政策実務への関与があり，その実務経験から，日本の労働問題に対す
る社会政策的対応の課題意識が確定され，そこで，大河内の社会政策に関して国家
的対応を評価する理論的立場が形成され確定されていたのであった。
大河内が戦前の協調会について回顧した一文がある。すでに拙著『戦間期日本の
社会研究センター￣大原社研と協調会一」（柏書房，2001年，p20L）で紹介したこ
とがある￣文であるが，それは彼の「暗い谷間の労働運動」（岩波新書，1970年)の
中の次のような－節である。
「第二次大戦中，労働組合などはほとんどみな解散してしまった後の頃，当時の芝公園
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の協調会館のなかの図書館へきてしきりに本を読んでいた西尾末広の姿を私はよく覚え
ている。……私は当時協調会に付属されていた労働学院（社会政策学院）という教育機
関の責任者のような立場をかねていたので，よく彼の姿を図書館でみかけた。冬の寒い
ころ，もちろん暖房もなくがらんとした図書室のなかで，冬外套を着こんだままで読書
に余念のない彼の姿は，まことに印象的だった｡」（p､３３.）
戦時下の日本の労働運動を分析し記述した大河内の『暗い谷間の労働運動』の記
述の中で，大河内自身が「私」として出てくる回顧の部分は，関東大震災に関する
部分と，上に見た戦時下の協調会図書室の西尾末広に関する部分の二カ所だけであ
る。大河内にとって「印象的」であったのは，右派的労働運動の指導者であり衆議
院議員であった西尾末広が独学する姿であるとともに，労働者出身の労働運動指導
者であった「叩き上げ」の人物が独学する場となっていた協調会の存在であったの
であろう。
３戦後直後期の協調会と大河内一男
協調会27年の歴史の特徴点は，終結点となった第二次大戦直後の１年間におけ
る協調会の活動に端的に表明されるものとなっている。戦後直後期の協調会は，第
一に労働組合法の制定に取り組み，第二に社会政策理念の普及に取り組んでいる。
（１）労働組合法の制定
第二次大戦を通過した時点で評価される協調会の特徴とは，争議調停の取り組み
のあれこれではなく，協調会が労使協調主義発揮の前提として崩すことのなかった
労働組合の法的承認という－点であり，労働組合法制定の推進者として果たしてき
た協調会の役割であった。
第二次世界大戦前においてはついに成立することのなかった労働組合法であった
が，1945年１２月，終戦から４ヶ月の時点で法の公布と施行がなされるにいたって
いる。しかも，日本における最初の労働組合法は，かろうじてであるが大日本帝国
憲法体制下の帝国議会において発布がなされた経過となっていた。
労働組合法成立の経過において注目されるのは，解散処置を受ける直前の協調会
が，終戦と同時に，すなわち，1945年９月の時点で，労働立法調査委員会を発足
させ，「労働立法に関する意見」を関係官庁に建議していた事実経過である。そし
て，労働組合法制定のために設けられた衆議院の特別委員会の委員長として法案通
過に政治力を発揮したのは，終戦を機会に協調会の運営に公然と復帰し協調会解散
時の会長職を務めることになった添田敬一郎であった。これも前掲の拙著『戦間期
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日本の社会研究センター」で挙げたことのある記述であるが，『添田敬一郎伝』（永
井亨編集委員会代表，記念会刊行，1955年）の「年譜」は「昭和四年，添田私案にな
る労働組合法案要綱を提示以来十五年目にその実現を見た」のであったと感慨深げ
に記している。
ところで，大河内一男は，協調会が設置した労働立法調査委員会の一員であった
（『協調会史jppll7-118.)。大河内は〆協調会を通じ，帝国憲法体制下における労働
法制樹立過程に実務レベルで立ち会っていた。協調会の労働立法調査委員会による
「労働立法に関する意見」と題された建議は，労働組合法とともに労働協約法，労
働争議調停法の制定を求めるものとなっていた。ただし，内務省の外郭機関として
の協調会は，憲法秩序の再構成という発想は呈示し得なかったのであり，労働権の
法体系を新憲法体制の基軸とするための憲法制定会議の提起とか新憲法草案作成へ
の参画とが協調会からは出てくることはなかった。
わが国最初の労働組合の法的承認となった1945年の労働組合法は，はやくも，
1949年に全面改正されることになる。大河内は，中央労働学園という労働問題論
議の場で，労働組合法の全面改正をめぐる労使双方のやりとりの渦中に立つという
経験もしていた。大河内は，日本における労働組合法の成立と，その直後の全面改
正に，帝国大学の講義や帝国大学付属社会科学研究所の労働組合調査を通じて理論
的に直面するだけでなく，協調会と中央労働学園という社会政策実務機関の一員と
しての場においても立ち会う経験を併せ持っていたのであった。
（２）社会政策学院の再開
戦後直後期に，協調会の関係者がこれまでの協調会を振り返って，これだけは積
極的に評価されてしかるべきではないかと控え目に自己総括していたのは，帝国体
制の枠の中で追究され続けた「社会と労働」の理念であり，具体的には協調会の問
題意識普及の場として取り組まれていた社会政策学院の実績であった。
協調会の社会政策学院は，1920年に設立されて以降，短期講習会を５３回開催し，
その修了生は3,880名にのぼっていた。『協調会史』は，社会政策学院の修了生に
｢全国官民の問に在りて社会政策の新鋭なる推進力となった」との評価を与えてい
る（Ｐ131.)。
戦後の協調会は，さっそく社会政策学院の再開に取り組んだ。そして，空席とな
っていた学院長の席に大河内が就くことになった。ちなみに，大河内の前任者は，
早稲田大学の学長，総長，政経学部長を歴任した塩沢昌貞（1945年７月，病没）で
ある。塩沢については，これも前掲の拙著『戦問期日本の社会研究センター』でや
１４８ 
中央労働学園における大河内一男教授
や詳しく検討したことがある。
大河内が社会政策学院長となり，東京のほか二地方の講座開催を計画したところ
で協調会の解散が決定された。占領軍との折衝に当たって協調会側は「殊に社会政
策学院の事績を力説」したと記録されている（Ｐｌ２１.)。占領軍の解散示唆の中に
｢現在の協調会の事業のなかでなかなかよいものがある」との評価があり「それは
新たな団体で採り上げてやるがよい」とされていたのは，おそらくは社会政策学院
であったことであろう（p､127.)。
協調会における社会政策学院の実績が評価され，協調会の解散と新たな「学徒の
団体」における継承が求められた経過の中で発足させられた中央労働学園であった。
1946年７月のことである。新設の中央労働学園の学務担当理事職に，協調会の社
会政策学院長であった大河内が横滑りする形で就いたのは自然の流れであった。
ところで，協調会２７年の歴史について評価は多様であった。政党政治の状況に
対応した添田常務理事の時代が協調会本来の面目を発揮したもっとも充実した時期
であったと評価されるのが一般的であった。しかし，『協調会史』が「戦時的偏向」
(pl25）があり〆協調主義の「戦時的歪曲」（pl26）があったと自ら認めている
吉田茂・河原田稼吉常務理事以降の時代こそが協調会の黄金時代であったと回想さ
れている場合もあるのである（評伝『吉田茂』における関係者の発言)。吉田常務理事
以降の時代は，協調会が「非常時」コーポラティズム展開の主導者になった時期で
あったが，歴代の常務理事を内閣書記官長・厚生大臣・軍需大臣，内務大臣へと送
り出した協調会コーポラティズムの時代は１日内務官僚にとって忘れられない時代に
なっているのであった。
ともあれ，第二次大戦の終了とともに，「復活した添田」を先頭とする協調会は，
残存する帝国憲法と帝国議会の枠組みをそのままに労働法制の確立を目指し，新憲
法体制確立の胎動となる役割を果たしたのであり，その期間は短いものであったが，
「社会政策の調査研究機関」である協調会が初めて思うがままに活動を展開できた
時期であった。「今こそ協調会はその活動の舞台が開かれたのであった」（ｐｌ２６）
とするのが『協調会史」における戦後直後期の協調会評価であった。大河内もその
ように協調会を認識するのであり，そうであったからこそ協調会理事会の一員とな
って社会政策学院の院長を務めたのであったと思われる。
ところで，戦後直後期にいたる協調会首脳部の顔ぶれを着任順に見ると，次のよ
うな「協調会の常務理事一覧」表となる。彼らのほとんどが内務省の次官，局長，
県知事の経歴保持者であった。
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協調会の常務理事一覧
一『協調会史』所収「理事名簿」による。－
（常務理事在任）（摘要）
桑田熊藏1919/12-1920/1０明治期における社会政策学会創立者の一人。
添田敬一郎1920/10-1931／５常務理事在任11年。戦後，会長として復活。
田沢義鋪1920/11-1924／８初期と終期の常務理事。軍部専横批判を明示。
永井享1920/10-1926／６元鉄道院。戦後，中央労働学園理事長。
吉田茂1931／5-1934/1０内閣書記官長，厚相，軍需相を歴任。
大島辰次郎1934/10-1935/10前内務省局長。病気で辞任。
河原田稼吉1935/10-1937／２内務大臣へ。産報連盟理事長。
町田辰次郎1937／2-1940／１産報連盟から産業報国会へ。偕和会会長。
長岡保太郎1937／4-1945／５産報連盟理事であったが協調会に残留。
蒲生俊文1937／7-1941／３産業福利部とともに産業報国会へ。
田沢義鋪1940／2-1944／９戦時状況下で常務理事に復帰。戦時体制批判。
松村勝治郎1943／9-1946／７農村調査専門。解散時の清算人となる。
安井英二1944／9-1945／５前近衛内閣閣僚。大阪府知事へ転出。
千葉了1945／5-1946／７前新潟県知事。解散時の清算人となる。
これらの常務理事は，退任後も理事を務め，理事会を構成し，協調会役職の補充
候補集団となっていた。戦後直後期の大河内は，帝国大学の教授であり，紛れもな
い国家官僚であった。大河内は国家官僚の－人として協調会理事会の一員となり，
この表に見られるような内務官僚人脈の一端に組み込まれていたのであった。
４『労働問題研究」誌の大河内三論文
大河内における社会労働問題の研究・教育機関への実際的関与，すなわち，協調
会史の終結点と中央労働学園の設立時への実際的関与は，日本における社会政策論
の大きな転換点への実務的関与を意味していた。
すでに述べたように，第一次大戦直後に設立された協調会は「社会政策の調査研
究」を主目的とする法人機関であった。第二次大戦直後に新たな「学徒の団体」に
転換することを求められた協調会は，中央労働学園となる。その中央労働学園の主
な目的は「労働問題の調査研究」に置かれていた。戦後の日本の社会政策学会にお
いて理論的に追究されることになる「社会政策から労働問題へ」という転換課題は，
まずは社会政策実務機関において戦前から戦後への転換課題として追求されていた
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のである。
協調会の理事であり中央労働学園の常務理事であった大河内は，これも先に見た
ように，戦前の社会政策学会を戦後の社会政策学会へ移行させた中心人物であった。
その大河内は，戦後の社会政策学会における「社会政策から労働問題へ」という転
換課題に，理論的検討課題として対応すると同時に，あるいはそれより早く実務課
題として対応していた。ただし，協調会から中央労働学園へ継続して勤務していた
関係者の記憶によれば，大河内が芝公園３号地にあった協調会館に姿を見せる回数
は多いものではなかった。中央労働学園の運営をめぐって，常務理事であった大河
内と藤林敬三は，同学園の理事長であった桂皐（タカシ）と激しく対立することに
なった。協調会館が売却され，同時に，大河内らが中央労働学園から去ることにな
ったのが同学園の終わりの始まりであったと中央労働学園史において記述されてい
る（50周年記念事業小委員会編『中央労働学園のあゆみ－協調会から武蔵野外語専門学校
まで－』１９９６年)。
協調会から中央労働学園へ移った後，大河内は，社会政策，労働問題に関する発
言をかなり積極的に行った。中央労働学園が発行する労働問題の論評誌であった
『労働問題研究』に，大河内は次の三論文を発表している。
「労働組合と社会化」第４号，1947年１月。
「労働組合運動の反省と展望」第２７号，1949年１月。
「社会政策の本質に関する若干の考察（－)」第27号，1949年７月。
「社会政策の本質に関する若干の考察（続編)」第38号，１９５０年１月。
労働組合論と社会政策論に関するこれら三論文の論旨は，以下の何点かにおいて
とらえることができる。なるべく大河内の文言に即して摘記することにしたい。詳
しく紹介するのは，昂揚する戦後労働運動に対時する「労働のエトス」論の視点か
ら，日本の労働運動における「強靱な職能意識」の欠落が，あるいは「批判的精神」
の欠落が率直に指摘されているからである。さらには，大河内が「経営を把握せよ」
と言うとき，それは，日本の労働者の政治的成熟を求める痛烈な要請となっていた
からである。
【労働組合のウェッブ的定義の再検討】
シドニー・ウュッブの古典的定義に従えば，労働組合の第一義的任務は労働生活諸条件の
維持または改善にあるとされていた。資本主義経済の平均的循環が可能であった段階におけ
るこの定義は，今日，資本主義経済が動揺し混乱している変革期にあって修正を受けなけれ
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ばならない。
今日，日本の労働組合は，日本経済の軍事型からする平和型への転換課題と，8,000万人
以上の日本人の雇用の確保という課題に直面している。日本の労働組合は，資本主義的産業
秩序と経営機構の変革を前提とする生産再開に取り組まなければならない。日本の労働組合
に与えられているのは，経済の社会化を推進する担当組織としての役割である。
経済再建の自主的国民連動である経済復興会議に参加することは今日の労働組合にとって
最大の歴史的任務となっている。わが国の労働組合は，待遇改善という狭い経済主義に閉じ
こめられてはならない。
【日本の賃労働の特質＝出稼型】
戦前における組織率の最高７．９％，組合員実数41万という数字は，労働運動に対する弾
圧法規の存在を考慮しても，日本の労働階級の根強い組織力や闘争力の欠如を示すものであ
った。
日本の労働組合がその自主性において低位であり浪漫的無政府主義や非合理的サンジカリ
ズムに逸脱しやすいのは日本の賃金労働階級それ自身の性質によることである。この性質は
一言で表現するなら，定着性の欠如または低位ということにほかならない。
わが国における労働者は明治以来，一種の出稼型労働の提供者として増大し今日に至って
いる。むしろこれは一つの日本型労働としての定型をすら創り出している。日本の賃労働者
の圧倒的部分は様々な形態にける流動性の高い，意識において浮動的な出稼型労働の提供者
である。
定着性の欠乏は，生産力の担当者としての強靱な職能意識を停滞せしめ荒廃せしめる。職
能意識の希薄なところには能動的な「労働のエトス」も湧き起こらない。労働者組織の自主
性のあるなしは，主体的には労働階級が豊かな職能意識に目覚めているか否か，またそれに
根差した「労働の倫理」を日常の職場生活の中から体得しているか否かによる。
元来，生産力の担当者としての職能意識とその利害とは，職能別の組合組織において最も
よく表現され代表されてきたのであるから，これまで三ヶ年，日本の労働組合がひたすら産
業別組織へのみ傾倒してきたという点にむしろ問題が存しているのである。
【日本の組合運動における経営への依存】
比較的意識の進んだ重工業関係の労働者の場合においても，雇主の温情的な福利施設の経
営や労資協調的な共済組合の培養などは，無意識の樫に労働者を資本への身分的隷属関係に
陥れていた。加えて，治安警察法以来の凶暴で徹底した弾圧もあり，労働運動において最も
本質的な要素たる批判的精神は次第に消滅摩耗した。
労働運動に対する国家主義的な弾圧が上から下されれば組合員大衆は自己の意識如何を問
わず直ちにそれに従属便乗し，政治的急進主義の圧力が外から組合に加えられればこの場合
にも組合員大衆はこれを時の勢いとして自己の意識如何を問わずに追従して街頭的な運動に
赴く。日本の労働運動における指導者なるものは，外部の権力または権威を意識の遅れた組
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合員に伝達する媒介者，ブローカーにすぎない。
労働組合の身分的隷属は資本または経営に対する関係において現れている。例えば課長・
係長などの組合への参加。組合の専従役員に対する賃金，俸給，手当の経営側からの支給。
組合事務所の経営側からの提供，など。
労働組合の自主性の回復の経済的意味内容は，－面における経営との対立，他面における
経営を把握し運営するだけの能力の保持ということである。生産管理または業務管理が法律
解釈論としては違法とされながら，しかもなお，それが今日，最も特異な，また積極性のあ
る争議戦術として評価されていること自体は，今日の労働組合が単に分配闘争的な感覚を超
えた生産闘争的なものに到り着いていることを示している。「経営を把握せよ」が労働組合
に与えられる言葉でなければならない。
【総資本の場における社会政策の担い手】
社会政策の概念をめぐる論議が「一の流行」をなしている。労働者政党が政権に近づき，
労働組合法によって団結権や罷業権が保障され，官僚も議会も，労働階級の発言を無視して
は何事も有効になし得ないような事情の下においては，社会政策もまた，労働階級の資本に
対する闘争力の大小に応じて或いは伸張し或いは後退するものであるかの如くに解釈される
こともまた極めて自然のことである。
社会政策の本質を「労働力」政策として理解し，近代国家が総体としての資本の内在的要
求に基づいて賃労働を健全な状態において把握し確保するための合理的手続きの体系と考え
る筆者の立場が，一部の論者（服部英太郎，岸本英太郎，近藤文こら）によって，労働階級
の主体的側面である闘争者としての実践が社会政策の生成と発展に対して与える積極的意義
を過小に評価したと非難されているのもこのような事情に基づいている。
総体としての資本は，これ自体は一の抽象にすぎないが，常に「労働力」の産業社会総体
としての確保と提供を実現しなければならない。かくして「労働力」の確保，保全，培養の
ための「総体としての資本の意思の合理的な執行人」としての国家があり，そのような国家
の政策が社会政策となる。
社会政策はいうまでもなく「階級闘争」とは別個に，人道主義者の運動，進歩的官僚，開
明的な工場経営者の努力によって日程に上ることが出来るのである。我が国最初の社会政策
は「労働者ノ声ナクシテ実施セラレタルエ場法」（岡実）であった。工場法は進歩的官僚の
努力によって実現したというべきなのである。
以上の『社会問題研究』誌における三論文が，いわゆる「大河内理論」の骨格に
ついて「大河内流」のよどみない論理展開で論じきっているのは，執筆時の大河内
が社会政策実務機関に身を置いていて，時流としての社会政策と労働問題に接触し
ながらの論述であったという特殊な雰囲気からもたらされたものであったからであ
ると思われる。
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学術論文でなかったため，かえって明白になった論点があった。「大河内理論」
においては，日本の労働者と労働運動の歴史的な自主`性のなさについての認識が先
行していて，その批判点を立証する分析として「出稼型賃労働」論が展開されてい
るのであって，その逆ではなかった。「大河内理論」においては，自主'性の喪失か
ら企業内労働組合の特質がもたらされているとする演鐸がなされているのであって，
その逆ではなかった。
さらに，大河内が，これらの啓蒙的論述活動を通じ，日本の社会政策と労働問題
の特徴を明治期以降の労働運動史においてとらえ直す課題に直面したという経過も
明らかになった。その際，戦間期労働運動の評価が「大河内理論」展開のネックに
なっていたことが，大河内による日本労働運動史三部作の発表時期からうかがえる。
『黎明期の日本労働運動』岩波新書，1952年。
『戦後日本の労働運動』岩波新書，1955年。
『暗い谷間の労働運動」岩波新書，1970年。
大河内における日本労働運動史の通史把握は，「大河内理論」の展開過程で立論
の基底となっていた状況認識について，運動史の場における自己確認をする作業と
してなされていた。
５「社会・労働問題研究辞典」の執筆者たち
戦後の協調会と協調会の後継団体である中央労働学園において労働組合が結成さ
れ，かなり活発な「企業内運動」を展開したことが関係者の談に残されている。こ
の二つの財団法人の理事職にあった大河内は，高揚する戦後労働運動の現場に身を
置き，しばしば対時する関係に立たされていたのであった。
大河内は，また，社会的に制度化された労働問題の研究。教育機関が高等教育体
制に組み込まれる可能性を検証する－つの実験に立ち会っていた。中央労働学園は，
旧制教育課程の３年制専門学校として社会的に受容される実績を挙げた。しかし，
新制教育課程の４年制大学としては，社会からほとんど拒否されるに近い結果を示
した。中央労働学園大学には学生が集まらなかったのである。もっとも，大河内が
役職者として立ち入って関与したのは中央労働学園専門学校であり，中央労働学園
大学には講師の－人として加わっただけであった（拙稿．拙稿「協調会から中央労働
学園へ」『社会志林』第19巻第４号，参照)。
中央労働学園は，専門学校と大学の経営を通じて，労働問題を「新労働」ととら
えなおす試みを示した。それは，労働問題を労働行政としてとらえる試みであった。
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中央労働学園の「新労働教育」に加わったのは新設の労働省の労働官僚たちであっ
た。中央労働学園が刊行した『新労働教育講座」（1950-1951年）の執筆者となっ
た労働官僚の構成は次のようである。役職は講座のそぞれの巻の奥付による。
『労働協約』飼手真吾労働省労政局労働組合課長。前，府県社会課，厚生省労政局。
『労働教育』松永正男労働省労政局労働教育課長。
『労働法論』富樫總一労働省大臣官房総務課長。前，内務省社会局，厚生省労働局。
『賃金問題』宮島久義労働省労働基準局給与課長｡
『婦人問題』谷野せつ労働省婦人少年局。
社会政策の担い手を総資本である国家とし，社会政策の主要な推進者として新進
労働官僚を位置付ける大河内の社会政策論は，実務の領域では，中央労働学園の
｢新労働教育」の構成に具体化され保証されるものとなっていた。
そして，労働省の労働官僚が，社会政策論としての「大河内理論」を実務の領域
で支えていたように，中央労働学園の社会派教授たちが，社会政策論としての「大
河内理論」を学問の領域で支え具体化し保証する存在となっていた。
中央労働学園大学社会労働問題調査所が編輯した『社会・労働問題辞典』（実業
之日本社，1949年）に監修者として名を連ねているのは，大河内と末弘巌太郎，藤
林敬三の三人であったが，その中心になっているのは大河内であった。大河内は，
｢社会科学」と「社会政策」の二項目を担当し，この辞典（実は「事典｣）の性格を
象徴する記述を展開して見せている（｢社会・労働問題辞典』と大河内の関係について
も，前掲・拙稿「協調会から中央労働学園へ」を参照)。
労働問題を社会問題の拡がりでとらえ，社会科学の理論枠に収める大河内は，
｢社会科学」の方法論としてマックス・ヴェーバーの「社会政策的認識の客観性」
を提起する。その上で，「社会政策の課題」として，マックス・ヴェーバーのいう
｢時代の宿命」への対応を説く。すなわち，資本主義社会における人間が労働力と
なり価値増殖活動の手段として機能するのは「時代の宿命」であり，そこには「道
義的非難」が介入する余地がないとする。人間的存在の「物化」に対する価値評価
の排除によって「社会政策の科学的理解」が可能になるのであった。
いわゆる「大河内理論」の『社会・労働問題辞典』における受容と修正と展開は，
堀兵四郎「社会民主主義と労働組合主義｣，桜井圧太郎「社会学｣，籠山京「労働科
学｣，角田豊「産業の『社会化』及び『国有化』｣，松本浩太郎「社会保険及び社会
保障｣，三隅達郎「社会事業｣，館稔「人口問題｣，氏原正治郎「失業及び失業政策｣，
松浪港三郎「労働権｣，森五郎「労働社の経営参加（経営協議会)」などの項目にお
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ける小論文的記述に示されていた。中央労働学園教授・助教授たちによる記述の例
を何点か紹介したい（前掲・拙稿「協調会から中央労働学園へ」とは別の角度からの紹介
である)。
労働組合主義政治的進出による社会変革を究極目標としながら組合運動を純産業上の活動
とし，組合を革命的政治活動の戦闘的動員機関としない点は労働組合主義の一貫せる特徴
である。（ｐ５９.）
社会学日本の社会学は従来その欠陥であった現実性の希薄を反省し，社会調査を主とする
アメリカ社会学の長所をとり入れ，日本社会の具体的・現実的分析に務めることが期待さ
れる。（p124.）
労働科学労働条件に関わりのある諸科学，例えば社会政策，労働政策，労務管理論，労働
法，労働運動論などは，最適度な労働の条件を発見することを目的とした実践的科学とし
ての労働科学の提供する成果の上におかれねばならない。（p､138.）
社会化マルクス主義経済社会理論によれば，生産手段を社会の共有に移し社会的な機関で
計画的にこれを運用しようとする社会主義の要求と実践が「社会化」である。「社会化」
は，資本制産業及び経済機構の胎内において成熟する。この理論については，セリグマン
のＥＳＳにある０．，．ＨコールSocializatinを参照せよ。今次大戦後においては，ソ連共
産主義の「社会化」が英・仏両国の「社会化」批判の理論的根拠となっているが，しかし，
マルクス主義の示した資本制産業及び経済機構の胎内における「社会化」の内発的必然性
の発展についての洞察は不変の価値を有する。（ｐｌ５Ｌ）
経営参加第一次大戦後の日本で，イギリスの産業民主制の影響を受けた工場委員会が成立
するようになったが，その数は，1927年で149と少なかった。第二次大戦後の日本では，
生産管理が続出したが，その違法性が指摘され，経営協議会方式の経営参加が広まった。
1947年には12,902が設立され，労働組合数の４６％，労働組合員数の６３％が被適用員数
となっている。（p､362.）
『社会・労働問題辞典』に，「大河内理論」と整合性も親和性もない辞典項目の解
説がなかったわけではない。「マルクス経済学」による「近代経済学」批判が主張
され（p､９２.)，「現実の日程」として「共産主義」が位置付けられ（Ｐ５4.)，「社会
ファシスト」排撃がなされていた（P､115.)。特徴的であったのは，「社会の基本的
矛盾」として「階級関係」が設定されるだけでなく（ｐ３３.)，その立場から「日本
経済機構派」特有の「天皇制＝軍・封帝国主義」の分析がなされていたことである
(ｐ146.)。
しかし，この全465ページ，６１項目，平均１項目７．６ページの「社会・労働問
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題辞典』を編輯する立場が，戦後を「社会革命の機運」に満ちた状況であったとら
えるのではなく，戦後を「民主主義革命の実現という……空語」を追った１年半で
あったと批判的にとらえていることはその「序」において明らかであった。この編
輯方針は，大河内が，辞典項目の「社会科学」と「社会政策」で「神々の争い」に
満ちた状況を「時代の宿命」ととらえた上で状況突破の方向を模索した姿勢に通じ
るものとなっていた。
６「労働問題」と隅谷三喜男の問い
大河内一男からの聞き取りが隅谷三喜男，氏原正治郎，兵藤釦の諸氏によってな
されたのは1965年から1966年にかけてであり，その記録が，先にも参照した『社
会政策40年一追`億と意見』（東京大学出版会）として発表されたのは1970年であっ
た。この聞き取りは，大河内の「社会政策40年」の記録に止まることなく，日本
の社会政策学の歴史そのものとなっている。
大河内からの聞き取りの中で，隅谷は，大河内が1955年に弘文堂の『経済学全
集』の一冊として出した『労働問題』をとくに取り上げて，この－冊の刊行には，
大河内の研究姿勢ないし学問体系の「転換の問題」が込められていたのではなかっ
たかと質問している（ｐ456)。隅谷が『労働問題』にこだわるのは，隅谷によれ
ば，大河内がこの一書で「はじめてはっきり」と労働市場論を展開していたからで
あった。
隅谷は，大河内の東京大学における講義「社会政策」の講義プリントを見ていて，
大河内の講義が「本来の社会政策的な部分は非常にわずかしかない」ものとなって
いることに気付いていた。そこで，隅谷は，「大部分は先生が『労働問題』で展開
された労働経済学と同内容の講義をしておられるにもかかわらず講義名が社会政策
になっていたのはなぜか，そこのところはどうなのでしょうか」と問うのであった
(p､458)。東京大学における「社会政策」という講座の名称が，大河内経済学部長
の手によって「労働経済」に切り替えられたのは1963年であったが，その切り換
えの起点が1955年の『労働問題』にあったのではなかったかという隅谷の問いで
あった。
隅谷の問いに対する大河内の答えは，大河内としては珍しく含みのある表現とな
っていた。「賃金，労働時間，労働市場，労働組合などについて，国家がとるポリ
シーはさておき資本主義社会における現象そのものとして多少とも細かな説明が必
要と考え，社会政策の背景・基盤となる諸問題の概観を試みた」のが1955年の
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『労働問題』であったという。その際，諸問題の「概観」について「漠然」と『労
働問題』と名付けたのであって，労働経済論とか，社会政策論という名称をどうす
るかについて「はっきりした意識はありませんでした」と大河内は言うのである
（pp457-458)。
労働経済か社会政策かという名称問題については，明言を避ける大河内であった。
しかしこの問題について，ターミノロジーの問題を離れれば「社会政策論を放棄
しない」という大河内の立場は明確なのであった。大河内は言う。「ある国の場合
には『労働経済論』ではいけない」のであり，「どうしても『社会政策』でないと
駄目」なのであった。なぜかと言えば，「伝統」なり「沿革」の問題として「労使
関係の特殊性がある」からなのであった（pp460-461)。
大河内は，労働経済論に肯定的評価を与えることは社会政策論の切り捨てになる
のではないかという問いに対しては，明瞭に「ノー」と答えている。大河内からす
れば，労働経済論の有効性の確定によって，かえって，その確定地点を踏まえた社
会政策論の意義の再確認がなされるのであった。
大河内の－年間にわたる北米，欧州への外遊がなされたのは日米講和条約が発効
して２年後の1954年であった。大河内は，渡米直前の雑務に追われる中で『労働
問題」をまとめ上げたのであったが，それは，外遊を目前にして，日本における労
働問題と「諸外国におけるそれとの差異」を明らかにしておく必要を感じたからで
あった。
大河内が，日本における労働問題の特徴を明らかにする作業として取り組んだ
『労働問題』の刊行であったが，その最後の部分で設定されたテーマは，日本にお
ける社会保障制度の実現であった。
大河内は，1950年時点で明らかにされた社会保障制度審議会（大内兵衞会長）や
中央職業安定審議会（藤林敬三会長）の労働問題への対応姿勢を具体例として取り
上げる。大河内は，大内や藤林の名を挙げつつ，それら審議会の労働問題態対応に
見られるのは「統一的な社会保障制度」の「希薄化」であり，「転落」であり，無
惨な「破壊」であることを指摘する。大河内によれば，これらの審議会の問題対応
は「日本における社会保障制度の宿命を暗示するもの」となっていた（『労働問題』
p､175)。
大河内の社会政策論において，社会保障制度は社会政策の到達点として位置付け
られていた。大日本帝国憲法体制からの脱出によって，その社会保障体制の実現が
政治日程化したと思われた戦後直後期であった。しかし，その到達点においても，
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統一的な社会保障制度の成立が阻まれる日本特有の「宿命」が「暗示」されている
とするのが大河内『労働問題』の結論であった。日本において，社会保障制度は，
そして，労働問題は，依然として市場経済の論理以前の社会・国家構造要因との葛
藤の渦中に置かれていた。社会保障制度は，そして，労働問題は，国家政策として
の社会政策から切り離された地点における独自の構造を確立しているとは言えない
というのが大河内の認識であった。
大河内は，労働問題の国際比較の視点から，日本における労働市場の未成熟と社
会政策展開の必要性を確認した上でアメリカの労使関係研究センターの観察に出向
いたのであったが，大河内のその出立点は，理論としての大河内理論から演緯され
ていただけでなく，大河内の社会政策実務機関に積極的に加わる姿勢からもたらさ
れ，確定されたものであった。
おわりに
社会政策概念と社会政策論の確立と展開に残した大河内一男の業績は，これまで
もそうであったように今後も日本の社会科学の歴史の上でだれもが立脚点とし通過
点とする地点であり続けることであろう。日本の労使関係史研究の最先端に立つ二
点の文献がある。西成田豊『近代日本労使関係史の研究』（東京大学出版会，1988年）
と佐口和郎「日本における産業民主主義の前提」（東京大学出版会，1991年）がそれ
である。両者の論争関係にあって，－者が他者を「明記はしていないものの，大河
内連続説を理念史のレヴェルで復興・再興しようと試みたものといってよい」と批
判している箇所などがあっておもしろい。
日本の社会政策学界において依然として金字塔的位置を占めている「大河内社会
政策論」が，基本的には「労働問題」研究に収散される方向性を示していたこと，
また，そのような収散方向が大河内の社会政策実務機関への関与経験の中から形成
されるものであったことを以上において検証したつもりである。最近，私の検証作
業を補強すると思われる－，二の議論と資料に出会うことができたので，この小論
のまとめとしてそれらについて付記しておくことにする。
【その’】
大原社研の月例研究会（2003年３月２６日）で，以上のような内容の，大河内一男
と解散時の協調会および発足時の中央労働学園との関係の整理について報告したと
き，何点かの質問と意見が出された。その中の一つは，大河内がこれらの社会政策
実務機関との関係をどの程度重視していたかというとそれほど重く受け止めていな
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かつたのではないかという見方であった。大河内の著作集にある大河内の経歴とか
業績リストとかに協調会や中央労働学園との関係が記録されていないところからそ
のような質問と意見が出されたのであった。
大河内は，学問の経歴と実務関係の経歴を切り離してとらえていたと思われる。
それで，著作集には協調会と中央労働学園との関係が記録されていなかったのであ
った。大河内の自覚された経歴において，いくつかの財団法人など社会政策実実務
関との関係についての記憶は，社会政策学に関する記憶と別のページ立てになって
いるのであった。私はそう理解している。
大原社研の月例研究会における私の「大河内理論」形成過程についての報告のま
とめは，次のような図式に示されるものとなっていた。
服部英太郎と岸本英太郎における「賃労働と資本」の論理からする大河内批判
↓ 
大河内一男における「総資本の論理」としての社会政策論への固執
↑ 
隅谷三喜男と氏原正治郎における「労働経済学」の論理からする大河内批判
この図式について，鈴木玲研究員から次のような疑問というより見解の表明がな
された。「社会政策論争での国家観は，欧米でその後展開されたネオ・マルキスト
や制度論的政治学者の国家論争と結びつくかもしれない。服部・岸本の立場は，ミ
リバンドの『国家道具論』，大河内の立場はオッフェやスコッチポルの『国家相対
性自立論』にそれぞれ結びつくと考えられないか。また，隅谷・氏原の立場はアメ
リカ的な多元主義的国家論に結びつくと考えてよいか？｣。
私の答えは「同感！」であった。国家権力の階級機能と公共機能という二重性を
見る視点，すなわち，やがて一般化するユーロ・ソシアリズムの国家論が「大河内
理論」によって先取りされていたと私は見ている。
ここで私が想起するのは，かつての華々しい「社会政策論争」における「総括論
争」の中で提起された中西洋氏の－論である。中西氏は「大河内理論」の核心部分
に国家論があることを指摘し，そこが「宇野経済学」との違いになっていると論じ
ていた（｢『社会政策の経済理論』の過したもの－国家論と政策論一」『社会政策学の基本問
題一大河内一男先生還暦記念論文集第１集』有斐閣，1966年)。中西氏のこの指摘は，
まずは「大河内理論」と「隅谷労働経済学」との違いの指摘としてなされるべきで
あったと私は見ている。
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【その２】
きわめて最近のことであるが，大河内一男と中央労働学園，とくに『労働問題研
究』誌の関係について大河内自身の見解を述べた一文を見ることが出来た。
中央労働学園の『労働問題研究」が原書房から覆刻されたのは1983年であった。
その覆刻版の刊行に大河内一男が推薦の言葉を寄せていた。おそらくは，大河内が
中央労働学園と『労働問題研究』について述べた唯一の例になっているであろうと
思われるその一文のコピーを，私は，原書房の奈良原眞紀夫氏の配慮によって菅谷
章氏（東海大学教授）から人手することができた。菅谷氏は覆刻版『労働問題研究』
の解説者であった。
あるいは口述筆記かと思われる語調の大河内の一文は1,000字ほどの短いもので
あったが，大河内は，そこで次のように述べている。
戦前において労働問題を研究対象として掲げることが許されなかった状況で社会政策論
は実は労働問題論展開の隠れ蓑であった。第二次大戦後，労働問題研究が「解禁」された
のでいっせいに「古参」の研究者たちが論陣を張ることになった。
……そこ（『労働問題研究』誌）に登場しているまことに多彩な執筆者の顔ぶれを静かに
凝視すると，戦前の日本で労働問題の研究に刻苦した先鍍長老の名や，戦後新たにのびの
びと登場した新人研究者とが肩をならべているのを見ることが出来る。
……労働問題についての研究や調査が，とりわけ主張や報告が，敗戦によってはじめて自
由になったとき，協調会が掲げていた「労資協調」という旗幟をはずれたところでどのよ
うに書くべきなのかを模索しながら，戦前からの古参者はそれなりに，戦後勇ましく登場
して屈折のない表現で論旨を展開しようとした新人の研究者はまたそれぞれに，社会の激
動やＧＨＱの占領政策の壁に戸惑いを感じながら『労働問題研究｣を舞台に論陣を張った。
戦後直後の労働問題の研究展開に当たって大河内が直面したのは，一つには，権
威主義の裏返しとしての「事大主義」にとらわれている「日本人の性格」であった。
もう一つには，労働運動の政治的成熟には遙かに遠い地点にある「闘争第一方針」
の労組のあり方であった。
当時，わたしは「労働問題研究』を刊行した財団法人「中央労働学園」の理事者の一人
であったが，この短命な雑誌がもっていた特殊な歴史的役割の重要性を今日痛感している。
当時，土壌としての瓦礫の山となった日本の国土，方向と再建意欲を喪ったかに見えた経
済界，また時の権力に弱く「事大主義」の虜になりやすい日本人の性格とかつての天皇の
権威を凌ぐＧＨＱの存在，そして足元にはルールの定まらない野放図な労組の闘争第一方
針……そうした時期にわれわれは何を書けるのか，どう書いたらいいのかについての土俵
と稽古場になったものが『労働問題研究』だったと思う。
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やがて大河内の日本の労働運動三部作である『黎明期の日本労働運動』『暗い谷
間の労働運動』『戦後日本の労働運動』で全面展開される出稼ぎ型賃労働論とか，
企業内労働組合論とか，闘争激化主義論とか，街頭闘争主義論とかの認識と分析が，
戦後直後期の労働運動の直視において確定され設定された理論枠であったことがこ
の短い回想から読みとれる。そして，そのような大河内の社会政策論，実は労働運
動論が確定され設定される契機となっているのが，中央労働学園への理事としての
参加であり，『労働問題研究』誌への発行者としての関与であり，その場における
｢戦後勇ましく登場」した「新人研究者」との遭遇であり，「野放図な労組」との対
面であったことがこの短い回想によって確認されるのであった。
＊ ＊ ＊ 
中央労働学園における大河内一男教授の所在の確定は，法政大学社会学部の学部
創設時の基本姿勢の確認に通じている。ここで議論を一年前の本誌における「協調
会から中央労働学園」に戻したい。
中央労働学園大学社会学部の理事長となり，初代の法政大学社会学部長となった
のは村山重忠であった。その村山に，大河内はあるメッセージを託していた。それ
は「大河内の村山さんあれこれ」という追悼文に読みとれるものとなっている。
大河内は，生前の村山を囲む環境が「テレビのタレント業」に忙しかったり「政
党のヒモ付き」になったりしている「研究者」が多いものであったことを指摘して
いた。そのような環境にあって，村山は，「研究や調査が心から好きな人」で通し
ていたとするのが大河内の村山評価であった。世俗的な研究環境の中にあって禁欲
的な姿勢を守り通すこと，そのような学風の場を保持することが年少の大河内によ
って年長の村山に託されていたのであった。
社会政策の調査研究機関である協調会は，労働問題の調査研究機関であり「学徒
の団体」である中央労働学園へ移行した。それら，協調会や中央労働学園の「精神
を尊重」（合併契約書，1951年）して設立された法政大学社会学部であった。村山は，
法政大学社会学部において，大河内の社会政策論と労働問題論を社会・労働問題論
として継承した。村山の社会・労働問題論の特徴は，あくまで実証的であることで
あった。
以上
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